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急激なCO2排出量の増加が見込まれるアジア途上国において，低炭素都市・交通システムの実現が求め

られることを背景とし，その効果的な構成要素の組み合わせを検討することを目的とする．アジア途上国

では詳細なデータの入手が困難であるため，マクロな都市属性を予測した上で，それを満たす仮想的な都

市空間構造を複数設定し，その設定が長期的将来に実現した場合の運輸部門CO2排出量を推計するモデル

を構築する．構築したモデルを用いて，バンコク首都圏を対象に，低炭素都市・交通システム構成要素の

組み合わせによるCO2排出量削減効果を分析する．その結果，一極集中型，多極分散型，線上集中型，そ

れぞれの都市形状で，構成要素の組み合わせによる削減量が大きく異なることが示された． 
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1. はじめに 

 

 今後，目覚ましい経済成長が見込まれるアジア途上国

では，CO2排出量の急増が予測されており，中でも運輸

部門における排出量の増加は著しいことが懸念される．

温暖化による被害を最小限に留めるためには，アジア途

上国が先進国の轍を踏まず，早期に低炭素都市・交通シ

ステムへ移行するための戦略を立てることが不可欠であ

る．低炭素交通施策は，車両・エネルギー技術の改善

(IMPROVE)，低炭素交通手段への転換(SHIFT)，交通需

要自体の抑制(AVOID)の 3 つに分けることができ，これ

らを効果的に組み合わせた包括的な施策実施が求められ

る．旅客交通については IMPROVE施策の効果が非常に

大きく，SHIFT，AVOID施策も充実しているのに対して，

貨物交通は IMPROVE，SHIFT 施策による効果が小さい

ことが懸念される．特に，経済成長による物流量の増加

が見込まれるアジア途上国においては，貨物交通の低炭

素化を見込める AVOID 施策が特に重要となることが予

想される． 

 AVOID施策の主なものとして，都市空間構造の改変

によるトリップ長の減少が考えられる．CO2排出の長期

的な大幅抑制のためには，現状に捕われない大胆な都市

空間構造の改変を視野に入れる必要があり，その検討の

ためには，先に到達すべき将来ビジョンを定めた上で，

到達に必要な施策投入量を逆算するバックキャスティン

グアプローチの手法が有効である．しかし，経済成長の

途中段階であり，分析に必要なデータが十分整理されて

いないアジア途上国においては，到達目標である将来ビ

ジョンの検討が十分に進められていない． 

本研究では，長期的将来のアジア途上国において，低

炭素都市・交通システムの構成要素の組み合わせによる

CO2排出量削減効果を分析し，到達すべき将来ビジョン

を示すことを目的とする．まず，アジア途上国の多様な

将来ビジョンを表す仮想的な都市空間構造の影響を分析

可能な都市内交通起源CO2排出量推計モデルを構築する．

そして，ケーススタディとして，このような都市空間構

造が2050年のバンコク首都圏で形成された場合を想定し，

低炭素都市・交通システム要素の組合せによるCO2削減

土木計画学研究講演集，Vol.46，(38)，2012.11. 山本充洋，中村一樹，藤田将人，加藤博和，林良嗣



 

 2 

効果の幅を示す． 

 

 

2. 研究の位置づけ 

 

 都市内交通起源CO2排出量推計手法は，その評価スケ

ールによってマクロ分析とミクロ分析に分けられる．  

マクロ分析は，対象都市全体や，それを大きなスケー

ルで分割した各地域を単位としてCO2排出量を推計する

手法である．栂ら1)は，丸田ら2)による日本都市のパネル

データを用いた，平均所得，DID人口密度，駅数，道路

延長を説明変数とするCO2排出量推計モデルを，上海・

北京・デリーに適用し，2050年までのCO2排出量を予測

している．これらの分析は，限られた入手データで都市

空間構造とCO2排出量の関連性を分析できるが，具体的

な都市形状による交通移動距離，交通機関分担率，道路

混雑への影響を詳しく評価できないという欠点がある． 

 ミクロ分析は，個々人の交通行動に着目し，その総和

からCO2排出量を推計する手法で，詳細なスケールでの

分析が可能である．池下ら3)は，タイ東北部の中心都市

であるコンケン市を対象に，実際に導入が検討されてい

るBus Rapid Transit(BRT)路線の建設を前提に，同時に公共

交通指向型都市開発(Transit Oriented Development：TOD)施

策やBRT運行改善施策等を実施した場合のCO2排出量を

推計した．また，紀伊ら4)は，都市の活動主体の行動を

明示的に考慮した土地利用交通モデルを構築し，仮想的

な都市条件下で，郊外開発規制等の政策が運輸部門CO2

排出量に与える影響を分析している．これらの分析では，

道路混雑や都市形状による影響を加味できるという利点

があるが，スケールを詳細にすればするほど，実都市へ

の適用に際して，必要データやモデル分析作業が膨大と

なる．また，現在のデータからモデルを構築しているた

め，長期的将来の変化を表現できない． 

 さらに，上記の既往研究ではいずれも，都市空間構造

の改変による CO2削減効果の中でも特に期待が大きい，

都市内貨物交通への影響評価ができていない． 

 以上の整理を踏まえて，本研究の視点を示す．アジア

途上国における低炭素都市・交通システムの長期的将来

のビジョンを示すためには，限られたデータで，都市形

状の影響を加味できると同時に，貨物交通への影響も評

価可能な CO2排出量推計モデルが必要となる．本研究で

は，マクロ・ミクロ分析の中間的スケール用いた評価を

試みることで，都市形状が交通行動に与える影響を，貨

物交通にまで範囲を広げた分析を可能とする CO2排出量

推計モデルを構築する． 

 

 

3. 低炭素都市・交通システムによる都市内交通

起源CO2排出量分析手法 

 

 本研究では，表-1 に示した低炭素都市・交通システ

ムの構成要素を評価対象とし，長期的将来における都市

内交通起源 CO2排出量推計モデルを構築する．図-1 に

その概要を示す． 

 

本モデルは，①人口・従業者数の設定，②生成交通量

原単位の推計，③交通量推計，④CO2排出量の推計から

成る．次項以降にて各段階の詳細を示す． 
 

(1) 空間構造設定手法 

 アジア途上国において人口・産業の空間分布を考慮し

たミクロ分析による運輸部門 CO2排出量推計を行う際に，

障害となるのはデータ入手の難度及び長期的将来の不確

実性である．その対処として，本研究では，マクロ分析

より得られた都市の将来人口・産業データを，空間に仮

想的に分配することで，低炭素都市・交通システムの将

来ビジョンを構成する理想的な都市空間構造を見いだす．

代表的な都市空間構造として，一極集中型と多極分散型

に，鉄道沿線上により一様な開発を行う線上集中の 3ケ

ースについて比較検討を行う． 

 人口・産業を分配するゾーンの大きさは，3km×3km

メッシュを用いる．これは，おおよそ東京都やバンコク

都の区に相当するスケールであり，アジア途上国におい

ても人口データが比較的入手しやすい．都市空間構造は

都心から30km圏内の地域を対象に設定する．ただし，

表-1 評価対象要素の分類 

Avoid Shift Improve 

・都市形状の集約化 

・ネットショッピン

グ 

・鉄道整備 

 

・Tank to Wheel効率の改善 

・Well to Tank効率の改善 

・低炭素自動車の普及 

・低炭素発電方法への転換 

 

 

図-1 都市内交通起源CO2排出量推計モデルの概要 
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現在の大渋滞には，30km圏外からの交通による影響も

大きいことが考えられるため，現状再現では最外部のゾ

ーンに30km圏外の人口を加えることで，30km圏外から

の交通の影響を評価に含める． 

  人口は，都市の中心となるゾーンを設定し，中心地

からの距離に応じて配分を行う．実都市における分布傾

向を参考に，式(1)を用いて，各ゾーンに配分する人口

を決定する． 

 )exp( ii dcP  ・                                            (1) 

Pi：ゾーン iの人口 [人] 

c：中心地人口[人] 

di：中心位置からゾーン iまでの距離[km]  

χ：パラメータ 

 

線上集中については，鉄道移動における距離抵抗が低

いと想定し，中心地からの距離における鉄道ネットワー

クの距離を実距離の1/5の距離として，沿線周辺の人口

集約を表現する．  

アジア途上国における産業の分布については，人口と

同レベルの空間データを得ることが難しい．このため産

業の分布割合は，人口に応じて業種別に決定するものと

した．この分布割合の関係は，日本の実都市における分

布傾向を参考に，一次産業のような人口に緩やかに比例

する産業は人口の1/2乗に，サービス業のような中心に

集中する産業は人口の4乗に比例するよう配分する (表-2)． 

 

(2) 生成交通量の推計手法 

 前項の手法で分布させた人口・従業者数に対して生成

交通量原単位を乗ずることで，生成交通量を推計する．

生成交通量原単位は，人口や産業規模 1単位によって生

成される交通量を表し，長期的将来のアジア途上国にお

いても妥当な値を用いる必要がある．そのために，長期

的な経済成長による変化が少ないと考えられる，1 人が

生成する目的別のトリップ数(旅客)
5)，従業者 1人が生成

する輸送量(貨物)
6), 7)を基に原単位を生成する． 

  また，ネットショッピング利用の影響も評価し，そ

の利用率に応じて，製造業から商業への貨物輸送，世帯

から商業への買い物トリップの生成原単位を減少させ，

製造業からインフラ・運輸業への貨物輸送，インフラ・

運輸業から世帯への貨物輸送の生成原単位を増加させる． 

 

(3) 交通量推計方法 

 前項の手法で算出した人口・産業分布と生成交通原単

位を基に，4段階推定法を用いて交通量を推計する．  

 まず，生成交通原単位を，分配された人口・従業者数

とかけあわせることで各ゾーンの発生・集中交通量を算

出する．そして目的地選択と交通手段選択の同時選択に

よるネスティッドロジットモデルによって，OD交通量

及び分担交通量を算出する(式(2)，(3))． 

))exp((

)exp(

 




pjijppj

pjijppj

pipij
attrUprod

attrUprod
qq





  

  (2) 

qpij：ゾーン iから jへの pを目的とした交通量[回/日] 

qpi：ゾーン iにおける pを目的とした発生交通量[回/日] 

prodpj：ゾーン jの目的 pに関連する産業の従業者数[人] 

Uij：ij間移動時の一般化費用[分] 

αp：拡散係数  

attrpj：pを目的とする交通におけるゾーン jの魅力度 

 

 




)exp(

)exp(
Pr

mmij

mmij

mij
attrGCost

attrGCost
ob





                         

(3) 

Probmij：ゾーン ij間移動での交通手段mの選択確率[%] 

β：拡散係数 

GCostmij：ゾーン ij間移動での交通手段mの一般化費用[分] 

attrm：交通手段mの魅力度 

 

ここで，長期的な将来を対象とすることから，交通行

動を決定する各計算式のパラメータは，現状値による推

定値だけではなく，経済成長に伴う将来的な価値観の変

化を想定した値として，名古屋のデータによる推定値を

用いる． 

目的地選択モデルでは，全交通手段の一般化費用のロ

グサム変数を用いる．attrpjは各ゾーンの交通コスト以外

の魅力を示し，式(2)によって算出される集中交通量と，

生成原単位から算出される集中交通量を一致させるため

の2重制約の調整係数として算出される．αpは対象都市

の総移動距離実データを基に推定される．  

交通手段選択モデルでは，旅客トリップでは鉄道・バ

ス・自動車・徒歩の4種類，貨物輸送ではトラックのみ

を対象とする．式(3)のβ，attrmは，対象都市の平均分担

率データから推計する． 

 経済成長に伴い所得水準が向上すると，モータリゼー

ションが進展することが考慮される．そのため，乗用車

表-2 産業の分類 

産業分類 立地分布の特徴 生成される交通(目的) 

一次産業 人口に緩やかに比例 通勤，物流 

製造業 人口に緩やかに比例 通勤，物流 

インフラ・

運輸業 

人口にほぼ比例 通勤，物流 

商業 中心に集中 通勤，物流，買い物 

サービス業 中心に集中 通勤，物流，業務 

サービス利用 

医療業 人口にほぼ比例 通勤，物流，通院 

教育業 人口にほぼ比例 通勤，物流，通学 
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保有率を基に乗用車への乗車可能性を考慮する． 

鉄道所要時間に影響する鉄道ネットワークの形状は，

駅が存在するゾーンで表現する．東京都の可住地駅密度

を参考に，鉄道駅が存在するゾーンの駅密度を 1.13 箇

所/km
2とした上で，総鉄道駅数を与え，駅が存在するゾ

ーン数を算出し，その配置によって鉄道ネットワークを

決定する． 

 以上の手法を用いて算出した道路 OD交通量を用いて

各道路の配分交通量を算出する．配分交通量は，所要時

間が最小となるよう利用者均衡配分法を用いて推計する．

乗用車利用の所要時間は，道路整備量の総量と，その整

備箇所に大きく左右される．本研究では，鉄道ネットワ

ークを簡易かつ柔軟に設定するため，ゾーンとゾーンを

結ぶリンクは 2車線道路のみで構成されるとし，推計さ

れた配分交通量が大きいリンクから順に道路整備量を配

分する．これによって，都市空間構造に応じて，適切な

道路整備箇所に道路ネットワークを設定することができ

る． 

 以上の各段階を平均所要時間が収束するよう数回繰り

返し，各交通機関の OD交通量，各 OD間における乗用

車の平均旅行速度をアウトプットとして得る． 

 

(4) CO2排出量推計手法 

CO2排出量は，前項の手法で得られた各 OD間の交通

量に対して各 OD間の距離及び排出係数を乗じることで

算出する． 

長期的将来，途上国においてもハイブリッド自動車

(HV)や電気自動車(EV)が普及することが想定される．そ

こで，走行台数をその普及割合で分配し，それぞれの燃

料消費量，排出係数を用いてCO2排出量を推計する． 

また，平均旅行速度が燃料消費量に与える影響を加味

するために，松橋ら 8)による速度と燃料消費量の関係式

を用いて，燃料消費量を算出する．ただし，EV につい

ては，速度と燃料消費量の関係式が得られなかったため，

速度による燃料消費量の変化は考慮しない． 

 

4. 長期的ビジョンを構成する要素のシナリオ設

定 

 

 タイの首都であるバンコク都に周辺の5県を加えた，

バンコク首都圏を想定して，2050年時の将来像を想定し

たシナリオを設定する． 

 

(1) 人口・経済シナリオ 

 人口，収入，物価のシナリオを表-3 に示す．人口に

ついては，浮遊人口及び将来的な人口流入の影響を加味

するため，中村ら 9)による設定値を参考に，現状値及び

将来値を決定する． 

 

将来の経済シナリオは，藤森ら 10)によるタイの GDP

及び産業別生産高の将来予測値を基に，「平均収入」，

「物価」，「従業者数」の 3要素に対してそれぞれ設定

値を与える． 

 労働者の平均収入は，GDP に比例して増減すると仮

定する． 

 物価はデフレーターを用いて表現し，その変動を設定

する．国民経済計算 11)による日本の 1955年から 1998年

までの GDP と家計最終消費支出のデフレーターの相関

は，途上国においても大きな差はないと想定し，日本の

データから算出される近似式を用いることで，GDP の

増加に伴う物価の変化を求める．それに加えて，ガソリ

ン及び電力の価格は原油価格の高騰，及び，発電コスト，

発電方法の変化の影響を加味する．鉄道やバスの運賃は

動力源となるガソリンや電気の費用に比例して増加する．

ガソリン，電力，乗用車価格の現状値は，タイにおける

実際の販売データを参考に設定した値である． 

 

(2) 都市空間構造シナリオ 

 将来シナリオでは，都心への集約がより進むと考え，

すべての人を 30km 圏内に分布させる．また，将来の人

口分布を検討するにあたっては，全ての人口を再配置す

るのではなく，転居する人口のみを再配置する．2050

年における全人口に占める転居者の割合は，都市の

Quality Of Life (QOL)がより上昇するように変化すると仮

定する．ここで，河村ら 12)による設定値を参考に，一極

集中型及び線上集中型の都市空間構造では 80％，多極

分散型の都市空間構造では 40%と設定する． 

 作成した中心ゾーンでの人口密度が 5万人/km
2の都市

空間構造シナリオを，人口分布を例として図-2 に示す．

多極分散シナリオでは，都心の上下左右に 4つの中心位

置を設定している．線上集中シナリオでは，鉄道ネット

ワーク形状に合わせて，4方向に線形集約する． 

 

 (3) 鉄道・道路整備量シナリオ 

 鉄道と道路は代替関係にあるため，両方が共に大量

表-3  人口・収入・物価シナリオの設定(バンコク首都圏) 

 

 2010年 2050年 

人口[万人] 1467.4 1517.4 

平均収入[万Baht/人・年] 20.3 61.8 

乗用車価格[万Baht] 30.0 38.7 

ガソリン価格[Baht/ℓ] 30.0 48.4 

電力価格[Baht/kWh] 3.1 4.7 

鉄道運賃(初乗り)[Baht] 14.0 22.0 

鉄道運賃(加算額)[Baht/3km] 6.0 9.0 
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整備されることは考えにくい．そこで，鉄道・道路整備 

のバランスについてのシナリオとして「鉄道整備強化」

と「鉄道既存計画」の 2パターンを作成する．シナリオ

作成にあたっては，インフラ整備費用の総和を制約とす

ることで，鉄道・道路整備量のトレードオフを表現する． 

 既存計画シナリオにおける鉄道の整備量は，現在から

2029 年までに建設が予定されている整備量 14)に留まる

ものとし，整備強化シナリオではその倍量が整備された

場合を想定する． 

 また，鉄道はその整備時期によってモータリゼーショ

ンの進展抑制効果が異なるため，中村ら 15)の手法を用い

て，鉄道早期整備・成熟期整備時の乗用車保有率の違い

を表現することができる．せいシナリオでは，2010 年

に整備を開始し 2030 年までに整備し，成熟期整備シナ

リオでは，2030 年に整備を開始し 2050 年で整備を完了

する．整備強化シナリオでは，鉄道は早期に整備される

ものとし，既存計画シナリオでは，鉄道は成熟期に整備

されるものとする． 

 以上の手法を用いて設定した鉄道・道路整備量シナリ

オを表-4に示す． 

 

(4) 鉄道ネットワーク形状の設定 

 本研究の各都市構造シナリオにおける鉄道ネットワー

クの設定方法について説明する．一極集中シナリオでは，

全方向に均等に人口が配分されているため，中心から 8

方向に均等に延長する．多極分散シナリオでは，まず，

都心と各中心点を結び，続いて，都心周辺の 8ゾーンを

整備する．その後はそれぞれの中心から 3方向に延長す

る．線上集中シナリオでは，4 方向に延長し，その沿線

に人口が集中するものとする． 

 以上の手法により，都市空間構造シナリオから導出さ

れる鉄道ネットワーク形状を図-3に示す． 

 

(5) 交通行動変化のシナリオ 

 目的地選択行動において，将来的にはアジア途上国に

おいて，一般化費用に対する感度が先進国と同水準に達

すると仮定し，現状についてはアジア都市のデータを，

将来については先進国におけるデータを用いたパラメー

タ推定値を適用する．交通手段選択行動においては，将

来鉄道整備とともにその利用が先進国レベルに普及して

いくと仮定し，現状についてはアジア都市のデータを，

将来については名古屋市のデータを用いて推計したパラ

メータをそのまま適用する．ただし，所得格差が大きく

低所得層の比較的多いアジア途上国では，バスの需要が

高いと想定し，アジア途上国都市データによるパラメー

タをそのまま用いる． 

交通行動変化の感度は，式(2)，(3)におけるパラメー

タによって表現される．表-5 にそのパラメータ推計結

果を示す． 

 

5. バンコク首都圏における低炭素都市・交通シ

ステム導入によるCO2削減可能性 

 本章では，4章で作成したシナリオを基に，バンコク

整備強化 既存計画 

表-4 鉄道道路・整備量シナリオ 
 

 2010 2050 整備強化 2050 既存計画 

鉄道総延長[km] 45.7 1015.4 507.7 

鉄道駅数[箇所] 43 624 312 

道路総延長[km] 3541 5050 8892 

乗用車保有率 159 292 317 

 

 

図-3 鉄道ネットワーク形状 

 

 

図-2 都市空間構造シナリオ 
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首都圏における低炭素都市・交通システム導入による

CO2削減可能性を検討する．  

 

(1) 都市形状及び道路・鉄道整備シナリオによるCO2削

減効果の比較 

 図-4に，中心ゾーンの人口密度を5万人/km
2としたとき

の都市形状別のCO2排出量の内訳を示し，図-5に，対応

する分担率，図-6に，平均トリップ・輸送長，旅客トリ

ップの平均所要時間を示す． 

 現状では，平均所要時間が約 2時間と非常に大きく，

大渋滞が発生していることが分かる．また，バスの分担

率が 25％と大きいのに対し，全ての将来シナリオでは

非常に小さくなっている．これは，経済成長に伴う所得

の上昇が原因で，乗用車の保有が拡大して，乗用車を使

用できる人口が増加しているからである．  

 BAU シナリオでは，インフラ整備や技術水準の向上

等を一切考慮せず，人口増加及び経済成長による収入や

費用の変化のみを考慮した推計結果を示している．その

結果，CO2排出量は旅客部門では現状値に対して約 7割

増加している．これは，人口増加に伴う交通需要の増加

と，バスから乗用車に転換した影響によるものである．

乗用車の交通量が大幅に増加したことにより道路渋滞が

悪化し，燃費が悪化するため CO2排出量が大幅に増加し

ている．また，貨物部門においても CO2排出量が現状値

に対して約 3~4割増加している．人口の大きな増加が見

られないので，物流のトリップ数に大きな違いは見られ

ないが，商業やサービス業，インフラの部門の従業者が

大きく増加し，一次産業や製造業が大きく減少すること

から，中心地への輸送が増加し，都市集約において交通

渋滞の悪化を引き起こす一因となっている． 

  

一極集中型シナリオは，都市の中心に対して同心円状

に高密な市街地が広がる場合である．このシナリオは交

通の発生・集中を都心に集めることで，移動距離の削減

を図ったものである．しかし，交通インフラ整備による

渋滞抑制は，交通コストの低下を通してトリップ長を増

加させ得るため，BAU に対してトリップ長の変化はあ

まりない結果になった．一方で，鉄道整備率の高い都心

部における交通需要が増えることで，鉄道分担率が向上

し，CO2削減へと繋がっている． 

 多極分散型シナリオは，都市の中心を分散させその中

心同士を鉄道ネットワークで結んだ分散型ネットワーク

構造を取る．このシナリオでは，交通需要が複数の中心

に分散することで，混雑が緩和されることと同時に，旅

客トリップ長がより短くなり，CO2排出量が減少する．

しかし一方で，貨物輸送長は一極集中より長くなってい

る．これは，旅客に対して，貨物輸送では目的地の産業

規模に対する需要が大きく，比較的規模の大きい中心が

郊外に複数立地することで，各中心間の貨物交通が大き

くなっていることが考えられる． 

 線上集中シナリオは，鉄道沿線上の集約度を上げて鉄

道へのモーダルシフトや都市のコンパクト化を目指して

いる．鉄道の分担率は他のシナリオよりも高い結果を得

られ，整備強化シナリオでは 4割近い鉄道の利用が示さ

れた．しかし，鉄道整備による道路渋滞緩和は，トリッ

プ長の増加へとつながるため， CO2排出削減効果を減少

表-5 パラメータ推定結果 

パラメータ 使用段階 名古屋 バンコク 

αp：拡散係数(旅客) 
OD交通量推計 

-0.085 -0.064 

αp：拡散係数(貨物) -0.0014 -0.0014 

β：拡散係数 

分担率推計 

-0.12 -0.05 

attrcar：乗用車の魅力

度 

0 0 

attrtrain：鉄道の魅力度 0 -6.29 

attrbus：バスの魅力度 -10.4 -2.3 

 

図-4 都市形状及び道路・鉄道整備シナリオ別CO2排出

量 

 

 

図-5 都市形状及び道路・鉄道整備シナリオ別分担率 

 

図-6 都市形状及び道路・鉄道整備シナリオ別平均移動

距離及び平均所要時間 

整備強化 既存計画 

整備強化 既存計画 

整備強化 既存計画 

整備強化 既存計画 
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させる点も見られた． 

 整備強化シナリオと道路シナリオの効果を比較すると，

整備強化シナリオでは鉄道分担率が高くなる一方で，既

存計画シナリオにおけるトリップ長は都市構造で異なる

変化が見られた．これは，各シナリオにおける渋滞抑制

効果によるものと考えられる．一極集中型では渋滞レベ

ルが比較的高く，道路整備による交通流の効率化

(IMPROVE)を通した渋滞抑制効果がより高くなり，これ

によるコスト低下でトリップ長がより増加する．しかし，

渋滞レベルが比較的低い多極型や線上集中型では，鉄道

整備による交通機関の転換(SHIFT)を通した渋滞抑制効

果が高く，これがトリップ長をより増加させる．これら

の効果のため，道路整備と鉄道整備のバランスは，

IMPROVE と SHIFT の効果を考慮して検討する必要があ

る． 

  各シナリオにおいて，旅客で 60~70%程度，貨物で

30~50%程度の削減が可能である．また，都市構造によ

って 4.4Mt，現状からの削減率で 8％の CO2削減の差異

が見込まれる．  

 

(2)  中心集中率によるCO2削減効果 

 図-7 に，中心集中率を変化させた場合の都市空間構

造及び鉄道・道路整備シナリオ別のCO2排出量を示す． 

なお，中心集中率が等しい場合，全ての都市形状にお

いて都市中央のゾーンにおける人口密度が等しく，公平

な比較が可能である． 

 全てのシナリオにおいて，中心人口密度の増加に伴い

トリップ長が減少し，CO2排出量が減少している．中心

人口密度 4万人/km
2までは，多極分散・整備強化シナリ

オが CO2排出量最小となる．一方で，それ以上に中心人

口密度が増加した場合では，中心部における交通渋滞レ

ベルが高くなり，渋滞抑制において道路整備がより効果

的になるため，線上集中・既存計画シナリオが最小とな

る． 

 中心集中率の上昇による CO2削減限界は 1～5Mt程度

であり，現状の CO2排出量からみると，3~10%程度の削

減が可能であると示された．  

 

(3)  IT代替シナリオによるCO2削減効果 

 図-7 に，ネットショッピング利用時 CO2排出量の内

訳を示す．表中の値は，全シナリオで最も CO2排出量

の少ない線上集中・既存計画シナリオの推計値である． 

 ネットショッピング利用率が 10~40%に増加すること

で，CO2削減量は 1Mt 程度となり，その削減率は 5%で

ある．その内訳として，旅客については買い物トリップ

の減少が原因で，8%の旅客起源 CO2排出量を削減して

いる．貨物については，トリップ数は増加して，2%の

貨物起源 CO2排出量を増加させる．製造業と商業の分布

が大きく離れているのに対して，製造業と運輸業，運輸

業と世帯の分布が比較的近いことから，貨物輸送距離が

短くなり，旅客と貨物のトレードオフによって CO2排出

量が減少している． 

 

 

6. まとめ 

 

(1) 得られた知見 

本研究では，仮想的な都市空間構造の影響を分析可能

な運輸部門CO2排出量推計モデルを構築し，バンコク首

都圏を対象に，長期的な将来におけるCO2削減目標達成

に必要な低炭素都市・交通システムの構成要素を特定し

た．本研究の成果および得られた知見を以下にまとめる． 

a) 都市構造によって，それぞれトリップ長や分担率

に違いを与え，現状から 50~60%削減し，都市構造

によって CO2削減率に 8%の差が出ることが示され

た．鉄道整備状況によって効果が大きくなる都市

構造が，多極集中型と線状集中型と違う． 

b) 旅客起源 CO2排出量は， 技術革新(IMPROVE)，都

市構造改変(AVOID)，鉄道整備(SHIFT)の組み合わせ

によって，60~70%程度の削減が見込まれると示さ

れた． 

c) 貨物起源 CO2排出量は，技術革新(IMPROVE)と交

通機関への転換(SHIFT)の効果は限られているが，

都市構造改変(AVOID)によって，現状から 30~50%

 

図-7 中心集中率によるCO2排出量変化 

 

図-8 ネットショッピング利用時 

CO2排出量内訳 
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程度の削減が見込まれることが示された． 

 

(2) 今後の課題 

 本研究で残された課題を以下のように 2点示す． 

1 点目は，都市空間構造設定手法上の問題である．本

研究では，中心への人口分布の偏りを表す変数として中

心集中率のみを用いている．しかしこの手法では，分布

の分散が動かせないことから都市域の縮退や拡散を十分

に表現することができず，それによるトリップ長や乗用

車分担率の変化を考慮することができていない． 

 また，2 点目として，交通行動変化の感度を表すパラ

メータを固定していることが考えられる．経済成長を考

慮して先進国における推定値を用いてはいるものの，実

際には都市空間構造によってパラメータが変化する可能

性が十分にある．例えば，多極集中型シナリオにおいて，

各極内に日常的に必要な目的地が揃っていれば，極内の

移動で完結する可能性が高まるかもしれない．この様な

影響を評価するためには，都市空間構造に依存しない安

定的な数値を制約として，都市空間構造の変化に合わせ

たパラメータ設定が必要となる． 
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